
1 

 

 

 

年度 

 

 

監査テーマ 

（未措置項目数） 

 

左記テーマの未措置項目内容 

 

 

報告書の掲載ページ 

 

 

担当部局 

 

 

R５ 

 

府民サービスの

向上・職員の働

き方改革に向け

た事務事業のデ

ジタル化推進の 

現状と課題につ

いて  （3） 

 

 

1.在宅勤務（テレワーク）の普及促進 

 

212 

 

知事直轄（職員長） 

2.ペーパーレス化普及促進のための環境 

整備  

225 知事直轄（職員長） 

総合政策環境部 

3.勤務時間の割振変更を行う際のシステムとの 

連携 

234 知事直轄（職員長） 

 

 

R４ 

 

 

 

 

 

府税事務所等の

あり方について 

（3） 

 

1.自動車税（種別割）の徴収率向上 

 

90 

 

総務部 

 

 

2.窓口業務の委託可能性 177 

3.京都地方税機構負担金の負担割合 183 

 

R３ 

 

 

 

収益事業特別会

計（向日町競輪

場の課題解決と 

今後の可能性

等）について  

（2） 

 

1.第４駐車場群の整理と向日消防署跡地の有効活

用 

 

87 

 

 

文化生活部 

 

 

 

 

2.駐車場グラウンドの積極的な貸出し 

 

94 

 

R

元 

 

 

 

 

 

 

京都産業の新展

開に向けた産業

支援機関及び物

流拠点の現状と

課題について  

（4） 

 

 

1.港湾計画に対する適時の計画対比分析と計画見

直しの要否の検討及び年度計画の策定とメルク

マールの設定 

 

215 

 

 

 

港湾局 

 

 

 

 

 

 

2.売却予定用地の事業評価における取扱い 215 

3.舞鶴港経営関係収支の黒字化 215 

4.指定管理者制度の検討 

 

216 

 

 

H 

26 

 

 

 

 

未収金に関する

事務の執行及び

管理について 

（1） 

 

 

1.不納欠損（時効援用）の不適用 

 

 

 

 

 

212～214 

 

 

 

 

 

建設交通部 

 

 

 

 

 

H 

25 

 

 

 

人材育成機関の

現状と課題につ

いて  （3） 

 

 

1.本部組織の設置 

 

101 

 

商工労働観光部 

 2.用庁務担当の常勤正職員の見直し 209 

3.備品、施設の有効利用 

 

228～229 

 

農林水産部 

 



2 

 

 

 

年度 

 

 

監査テーマ 

（未措置項目数） 

 

左記テーマの未措置項目内容 

 

 

報告書の

掲載ページ 

 

府公報の 

掲載ページ  

 

担当部局 

 

 

H 

23 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人化

などの府大学改

革の成果と課題

について  （6） 

 

 

 

1.人件費（法人独自の給与体系等の検討） 

 

201～202 

 

133 

 

総合政策環境部 

 

 

 

2.教職員数の効率化 202 133 

3.精華農場の有効活用 222 143～144 

4.耐震・防犯の検討 250～251 160 

5.部門別損益計算への取組 268～269 167 

6.診療科別原価計算などへの取組 

 

298～299 

 

182～183 

 

 

H 

22 

 

 

 

 

府営住宅・住 

宅関係施策の 

成果と課題につ

いて   (1) 

 

 

1.家賃等滞納の管理 

 

 

 

 

 

143 

 

 

 

 

 

109 

 

 

 

 

 

建設交通部 

 

 

 

 

 

H 

19 

 

 

 

 

 

 

府有資産の有 

効活用  (3) 

 

 

 

 

 

 

1.類似施設の所管･統廃合検討（元白南風荘跡地・

隣接地） 

 

41～43 

 

 

160～162 

 

 

総務部 

商工労働観光部 

2.      〃        （農業資源研究セン

ター（現：生物資源研究センター）隣接地） 

 

48～50 

 

 

164～166 

 

 

総務部 

総合政策環境部 

農林水産部 

3.利活用の検討（世屋高原家族旅行村） 

 

68～70 

 

176 

 

商工労働観光部 

 

 

H 

18 

 

 

 

 

公営３企業の 

経営管理の是 

非と将来の姿 

について  (1) 

 

 

1.水力発電事業のあり方検討 

 

 

 

 

 

55～58 

127     

 

 

 

 

63～66 

135     

 

 

 

 

建設交通部 

 

 

 

 

 

H 

15 

 

 

京都府住宅供 

給公社    (1) 

 

 

1.代行取得した受託事業用地(552㎡)の法的担保 

 

 

 

39、50 

 

 

 

22、27 

 

 

 

建設交通部 

 

 

 


